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地域小規模児童養護施設の設置運営について 

 

 

 

 児童養護施設に入所している子どもについては、早期の家庭復帰を通じた自立支援を

図る観点から家庭環境の調整に取り組んでいただいているところであるが、地域の中の

住宅地などに新たな小規模な施設を設置し、近隣住民との適切な関係を保持しつつ、家

庭的な環境の中で生活体験を積むことにより、入所している子どもの社会的自立が促進

されるよう、別紙の通り「地域小規模児童養護施設設置運営要綱」を定め、平成１２年

１０月１日より適用することとしたので、その適正かつ円滑な実施を図られたく通知す

る。 

  



 

 

（別紙） 

 

地域小規模児童養護施設設置運営要綱 

 

１．目 的 

地域小規模児童養護施設（児童養護施設における本体施設の分園（グループホー

ム）のうち、この要綱に定める基準に適合するものとして都道府県知事、指定都市市

長又は児童相談所設置市の長（以下「都道府県知事等」という。）の指定を受けたも

のをいう。以下同じ。）は、地域社会の民間住宅等を活用して近隣住民との適切な関

係を保持しつつ、家庭的な環境の中で養護を実施することにより、子どもの社会的自

立の促進に寄与することを目的とする。 

 

２．運営主体 

地域小規模児童養護施設の運営主体は、地方公共団体及び社会福祉法人等であっ

て、すでに本体施設を運営しているものとする。 

 

３．対象となる子ども 

地域小規模児童養護施設の対象となる子どもは、児童養護施設に入所する子どもの

うち、本体施設から離れた家庭的な環境の下で養育することが適切なものとする。 

 

４．定員等 

 地域小規模児童養護施設の定員は、本体施設とは別に４人～６人の範囲で設定する

ものとし、現員は定員と比較して１人を超えて下回らないようにすること（ただし、

指定の直後はこの限りでない。）。 

 また、地域小規模児童養護施設は本体施設に対する分園としての位置付けであるこ

とから、施設の認可定員は、本体施設の定員と地域小規模児童養護施設を含む分園

（グループホーム）の定員を合算したものであること。なお、本体施設及び地域小規

模児童養護施設を除く分園（グループホーム）の措置費の算定に当たっては、地域小

規模児童養護施設の定員は含まずに算定すること。 

 

５．設備等 

（１）日常生活に支障がないよう必要な設備を有し、職員が入所している子どもに対し

て適切な援助及び生活指導を行うことができる形態であること。 

（２）個々の入所している子どもの居室の床面積は、一人当たり４．９５㎡以上（幼児

については３．３㎡以上）とすること。ただし、平成２２年度において指定を受け

ているものにあっては、なお従前の例による。 

なお、原則として、一居室当たり２人までとすること。 

（３）居間、食堂等入所している子どもが相互交流することができる場所を有している

こと。 



 

 

（４）保健衛生及び安全について配慮されたものでなければならないこと。 

 

６．職 員 

（１）地域小規模児童養護施設専任の職員として児童指導員又は保育士を２人置くこ

と。 

（２）その他の職員（非常勤可）を置くこと。 

   

７．運営に当たっての留意事項  

（１）地域小規模児童養護施設は、本体施設から援助が得られる等常に適切な対応がと

れる場所で実施するものとする。 

（２）施設の運営に当たっては、児童相談所、福祉事務所、児童福祉施設、児童委員、

学校及び入所している子どもの家庭等と密接に連携をとり、入所している子どもに

対する自立支援が円滑かつ効果的に実施されるよう努めなければならない。 

（３）特に、地域における近隣関係については、子どもは地域において育成されるとい

う観点に立ち、積極的に良好な関係を築くよう努めること。 

（４）本体施設から地域小規模児童養護施設に移行する子ども及びその保護者に対して

は、事前にこの施設の目的及び内容を十分説明することにより、円滑な施設運営が

実施されるよう留意すること。 

 

８．経 費 

 地域小規模児童養護施設の運営に要する経費は、「児童福祉法による児童入所施設

措置費等国庫負担金について」（平成１１年４月３０日厚生省発児第８６号厚生事務

次官通知）によるものとする。 

 

９．対象施設等 

 地域小規模児童養護施設の指定を受けようとする者は、都道府県知事等に対して申

請を行い、本体施設において児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第４５条第１

項の規定により都道府県等が条例で定める基準が遵守されており、かつ、法人及び施

設運営が適正に行われている場合に限り、都道府県知事等が指定するものとする。 

 なお、都道府県、指定都市及び児童相談所設置市（以下「都道府県等」という。）

民生主管部（局）長は、実施状況について翌年度４月末日までに別添様式１により当

局家庭福祉課長まで報告すること。また、地域小規模児童養護施設を新たに指定し、

又は指定を取り消したときは、別添様式２により遅滞なく同課長まで報告すること。 

  



 

 

別添様式１ 

番         号 

（元号）  年  月  日 

 

 厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長 

 

 

                都 道 府 県 

                指 定 都 市 民生主管部（局）長  

                児童相談所設置市 

 

 

（元号）  年度地域小規模児童養護施設実施状況について 

 

 

 

 標記について、平成１２年５月１日児発第４８９号厚生省児童家庭局長通知の「９．

対象施設等」に基づき報告する。 

 

 

 

１．（元号）   年度地域小規模児童養護施設実施状況 

 

 

所管児童養護施設数 

地域小規模児童養護施設

の指定を受けた児童養護

施設の数 

地域小規模児童養護施設

指定数 

 

   

 

 

 

２．（元号）  年度地域小規模児童養護施設実施施設一覧・・・・・・・・・・別紙 

  



 

 

別紙 

 

（元号）  年度地域小規模児童養護施設実施施設一覧 

 

（都道府県市名：     ） 

番号 

地域小規模児童

養護施設の指定

を受けた児童養

護施設の名称 

経営主体 

地域小規模児

童養護施設指

定数 

地域小規模 

児童養護施

設指定年月

日 

養育体制の

充実（※） 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

※令和元年 10 月４日子発 1004 第５号厚生労働省子ども家庭局長通知「児童養護施設

の小規模かつ地域分散化された生活単位における養育体制の充実について」に基づ

く職員の加配を行っている場合は当該欄に○を付すること。 



 

 

別添様式２ 

番         号 

（元号）  年  月  日 

 
 厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長 

 

                都 道 府 県 

                指 定 都 市 民生主管部（局）長  

                児童相談所設置市 

 

（元号）  年度地域小規模児童養護施設の指定及び指定の取消しについて 

 

 

 標記について、平成１２年５月１日児発第４８９号厚生省児童家庭局長通知の「９．

対象施設等」に基づき報告する。 

 

 

１．新たに指定した地域小規模児童養護施設 
 

地域小規模児童養護施設の指定

を受けた児童養護施設の名称 
経営主体 

地域小規模児

童養護施設指

定数 

地域小規模児童養

護施設指定年月日 

    

    

    

 

 

２．指定を取り消した地域小規模児童養護施設 

 

地域小規模児童養護施設の指定

を取り消された児童養護施設の

名称 

経営主体 

地域小規模児

童養護施設指

定取消年月日 

指定取消事由 

    

    

    

 


